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Ⅰ．業務の目的

本業務は、災害廃棄物仮置場や仮設処理施設等におけるアスベスト対策を主として、

災害発生後、自治体がすみやかに対応できるようなモデル的な行動計画案を作成するこ

とにより、自治体における災害廃棄物処理計画におけるアスベスト対策に関する記載の

充実を支援し、住民に被害が及ぶことのないよう安全・安心な災害廃棄物処理を図るこ

とを目的とした。

Ⅱ．業務の内容  

２．１現状把握  

関東管内都県（10都県）及び政令指定都市（８市）の大気環境部局を対象にヒアリ

ングを実施（実施期間：平成31年1月30日（水）～2月18日(月)）し、災害時のアスベ

スト飛散防止対策等の実施状況について整理した。 

ヒアリングについては、災害時のアスベスト飛散防止対策等の実施状況等を把握す

るにあたり、下記の観点で各自治体に事前に質問事項を提示し、訪問により実施した。 

表1-1 ヒアリング内容 

3.1　現状把握

3.2　平常時及び災害発生時の対応

3.3　その他災害時の石綿対策に関する留意点

アスベスト使用建築物等の把握　【例：竣工年・構造・使用されている石綿の種類・使用場所等】

3.1.1自治体における大気中及び建材中のアスベスト調査実施状況

3.1.2自治体の機材保有状況の確認
採取機材（ポンプ等）、位相差顕微鏡・SEM・デジ粉等の保有状況。

X線回折装置やアスベストアナライザー等の保有状況。

3.1.3災害時のアスベスト対策に係る協定締結状況

環境計量協議会等と協定を締結しているまたは締結を検討しているかどうか。

3.1.4アスベスト対策関係部局による連携状況
建築、廃棄物、大気環境の各担当部局等による定期的な情報共有を行っているか。【例：アスベスト台帳等の情報共有など】

3.1.5アスベスト飛散防止に係るマニュアル等の作成・検討状況
アスベスト対策マニュアル等の作成又は改訂を検討している。

3.2.1平常時の準備

周辺への周知

応急対応に係る体制整備

建築物等の解体・補修時のアスベスト飛散防止に係る指導体制の整備等

防じんマスク等の備蓄量等

市民・ボランティア等への情報提供の方法【災害時の措置方法】

3.2.2災害発生時の対応
被害状況の把握

応急措置による石綿の飛散ばく露防止措置等の実施状況

3.2.3被災建築物等の調査・計画・届出について

災害時の解体前事前調査の実施状況

被災建物解体の作業計画の内容

3.2.4解体現場における石綿の飛散防止について

一時保管物の中間処理・最終処分状況

中間処理における追加的対応　　【 例：処理施設の稼働時間延長、無害化等の有無　等】

周辺のモニタリング等について

被災建築物の解体現場での石綿飛散防止対策状況

3.2.5収集・運搬及び自治体による一時保管について

解体等で発生した廃石綿等及び石綿含有廃棄物の収集・運搬

がれき等災害廃棄物の収集・運搬及び受入れ

がれき等集積場等での一時保管及び仕分け状況

3.2.6中間処理・最終処分について
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２．２自治体によるアスベスト対策モデル行動計画の作成  

災害時等において、自治体によるアスベスト飛散防止対策としての建築物石綿含有

調査や大気モニタリングなどについて、ヒアリングにより得られた情報をもとに必要

な情報や課題等を反映させ、災害発生後、自治体がすみやかに対応できるようなモデ

ル的な行動計画案を作成した。 

Ⅲ．ヒアリング結果 

関東管内都県（10 都県）及び政令指定都市（８市）を対象としたヒアリング結果を以

下に示す。なお、各自治体の回答内容については一覧表に整理し添付資料として巻末に

添付した。

３．１ 現状把握

３．１．１ 自治体における大気中及び建材中のアスベスト調査実施状況

大気中のアスベスト調査（環境モニタリング）は 18 自治体中 17 自治体が実施。政

令市１自治体は過去に実施していたが継続して数値に問題がなかったため現在実施し

ていないとの回答であった。

大気中のアスベスト調査を実施している自治体の内、自治体又は環境研究所等で実

施している自治体が 15 自治体（都県９、政令市６）であった。また、環境計量事業者

へ外部委託を行っている自治体が２自治体（都県１、政令市１）であった。

調査結果の公表方法として各自治体の HP にて公表するとした自治体は 16 自治体

（都県９、政令市７）であった。また調査結果を公表していない自治体が２自治体（都

県１、政令市１）あった。

建物の解体・改修に関わる建材アスベスト調査・分析について、大気環境部局自ら

調査・分析を行っている自治体はなかった。但し、苦情対応や立ち入りのために環境

研究所等で分析を実施している自治体が都県２自治体、環境研究所等で簡易分析法に

て分析を行っている自治体が都県１自治体あった。またアスベストアナライザーを使

用して分析を実施している自治体が政令市２自治体あった。
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建材アスベスト調査については分析に高額な装置や技術者が必要なため、自治体あ

るいは環境研究所等で通常の建材分析が対応可能な自治体は、３自治体（都県２、政

令市１）と少なかった。

３．１．２ 自治体の機材保有状況の確認

大気中のアスベスト濃度調査・分析に必要な採取ポンプや位相差顕微鏡を自治体ま

たは環境研究所等において保有している自治体は、16 自治体（都県９、政令市７）で

あった。

建材アスベスト調査用の機材については、エックス線回折装置を保有している自治

体が、３自治体（都県１、政令市２）、偏光顕微鏡を保有している自治体が、２自治体

（都県１、政令市１）であった。

建物の解体・補修時に伴うアスベスト飛散防止に係る立入調査用にデジタル粉じん

計やパーティクルカウンターを保有している自治体は、13 自治体（都県５、政令市８）

であった。また、リアルタイムファイバーモニターを保有している自治体は、都県５

自治体であった。

建材アスベストの確認調査用にアスベストアナライザーを保有している自治体は、

３自治体（都県１、政令市２）であった。
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３．１．３ 災害時のアスベスト対策に係る協定締結状況

災害時の環境モニタリングについては、アスベストまたはアスベストを含む有害化

学物質の調査について県の環境計量協議会と災害時の協定を結んでいる自治体は、８

自治体（都県３、政令市５）であった。

災害時の建物調査に関する協定は２自治体（都県１、政令市１）が、（一社）建築物

石綿含有建材調査者協会と締結していた。

災害時のアスベスト調査について、締結先は未定だが、新たに協定締結を検討して

いる自治体は４自治体（都県１、政令市３）、県内の環境計量協議会と新たに「有害化

学物質」に対して協定締結を検討している自治体が都県１自治体であった。千葉県や

東京都においては、外部機関と協定を結ぶのではなく、千葉県環境研究センターや東

京都環境公社が災害時の調査等に対応することを想定していた。

３．１．４ アスベスト対策関係部局による連携状況

各自治体とも法や役割に基づき各部局が役割分担をして、情報共有・連携をしてい

る。

各自治体の建築部局が所管している建物のアスベスト台帳や、建設リサイクル法に

関する届出リスト等については、その情報を随時各部局が利用しているケースが８自

治体（都県３、政令市５）であった。

平常時に定期的または不定期（必要に応じて）に関係部局でアスベストに関する連
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絡会や会議を実施している自治体は、９自治体（都県７、政令市２）であった。

３．１．５ アスベスト飛散防止に係るマニュアル等の作成・検討状況

各自治体とも防災計画や災害廃棄物処理計画においてアスベスト対策への記載はあ

るが、アスベスト対策マニュアルは政令市２自治体が策定済であり、作成中が都県１

自治体、作成を検討中が 11 自治体（都県５、政令市６）であった。

【例：川 崎市災害時における 石綿飛散防止に係る 取扱いマニュア ル

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/29-1-4-5-10-0-0-0-0-0.html 】

３．２ 平常時及び災害発生時の対応

３．２．１ 平常時の準備

《アスベスト使用建築物の把握》

公共施設については、全ての自治体で飛散性アスベストの使用状況を把握していた。

民間建築物については、建設リサイクル法の届出やアンケート調査等で使用実態を把

握している自治体が一定の条件付き（例えば、レベル１のみ対応、床面積 1000 ㎡以上

等）での把握も含めて９自治体（都県３、政令市６）であり、建物の種別や規模につ

いては、各自治体で対象が異なっていた。民間建築物の情報については、建物所有者

が特定できていないものやアンケート調査未回答により使用状況未把握の建築物が多

数あるとした自治体が都県１自治体あった。

特定建築材料以外の石綿含有建材（以下、レベル３建材）については、各自治体と

もリスト化されておらず、災害時には改めて調査する必要があると思われる。
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《応急対応に関する体制整備》

応急対応については、①大気環境部局が主管するとしている自治体が６自治体（都

県２、政令市４）、②大気環境部局を含み建築部局、廃棄物部局等併せて対応するとし

ている自治体が６自治体（都県５、政令市１）、③現状、主管の担当部局が明確に決ま

っていない自治体が６自治体（都県３、政令市３）であった。②及び③と回答した 12
自治体のうち、平常時の役割（大気環境部局→環境、建築部局→建物、廃棄物部局→

廃棄物）を基本に対応するとした自治体が７自治体（都県６、政令市１）であった。

《建築物等の解体・改修時のアスベスト飛散防止に係る指導体制》

いずれの自治体も、原則、平常時と同様に解体等に関する調査については事業者（所

有者）が主体とし実施するとしており、大気環境部局が主体となって法や役割に基づ

き指導するとの回答が 13 自治体（都県５、政令市８）と多かった。

緊急の措置等については、いずれの自治体でも特に規定がなく、災害の状況に応じ

て対応を検討すると回答した自治体が９自治体（都県４、政令市５）であった。

《防塵マスク等の備蓄量》

各自治体とも、職員の応急対応用のマスク等の装備は準備されているが、ボランテ

ィアや住民用の防塵マスクを備蓄している自治体はなかった。

《市民・ボランティア等への情報提供の方法（災害時の措置方法）》

災害時の市民・ボランティアへのアスベスト対策や、マスクの使用についての情報

提供については、HP、SNS、看板、掲示板、ラジオ等必要に応じて方法を選択し適宜

対応すると回答した自治体は５自治体（都県３、政令市２）、市町村と連携して対応す

るとした自治体が都県１自治体であった。また、具体的な情報提供方法を規定してい

る自治体は政令市２自治体であった。

３．２．２ 災害発生時の対応

《被害状況の把握》

被害状況の把握について、職員・警察・消防・住民からの情報提供としている自治

体が 10 自治体（都県６、政令市４）、市町村からの情報提供も含め対応としている自

治体が都県４自治体であった。



7 

《応急措置による石綿の飛散ばく露防止措置等の実施状況》

応急措置の対応についてアスベスト対策マニュアルで規定している自治体は、２自

治体（政令市２）、県の災害対応マニュアルで規定している自治体が都県１自治体であ

った。

その他、基本的に大気環境部局が対応としながらも、大気環境・建築・廃棄物部局

がそれぞれ分担し連携して対応するとしている自治体が５自治体（都県２、政令市３）

であった。

また、周辺環境モニタリングについては、モニタリングを規定している川崎市以外

の自治体は、基本的にアスベストモニタリングマニュアル（4.1 版）に準じて実施する

と考えているが、現状、特に規定をしていないため、飛散状況に応じて対応するとの

回答であった。

３．２．３ 被災建築物等の調査・計画・届出について

マニュアルで規定している自治体は政令市１自治体、平常時と同じ流れで対応する

としている自治体が７自治体（都県３、政令市４）であった。大防法の届出対応であ

れば、大気環境部局にて対応するが、現状規定していないため未定としている自治体

が８自治体（都県７、政令市１）であった。また、被災建築物の解体に係る対応は、

廃棄物部局が対応としている自治体が政令市１自治体であった。

所有者不在時の対応としては、都県 10 自治体では、未定もしくは市町村での対応を

想定としているとの回答であった。政令市１自治体では、立ち入り禁止処置を規定し

ていた。残りの７自治体においては、未定またはアスベストの飛散状況により対応を

考えるとしていた。

３．２．４ 解体現場における石綿の飛散防止について

周辺への周知方法は、17 自治体（都県９、政令市８）において、大防法の届出事項

であれば大防法施行規則第 16 の４条に基づき看板等の設置を義務付けるとしていた。

周辺モニタリングについては、原則としてアスベストモニタリングマニュアル（4.1
版）に準じて測定を行うとしている自治体が 14 自治体（都県６、政令市８）であった。

３．２．５ 収集・運搬及び自治体による一時保管について

がれき等集積場の設置等の対応については、都県 10 自治体では、市町村が主体で対

応としており、都県での対応は考えていないとの回答であった。

政令市８自治体においては、廃棄物部局が対応しているとの回答であった。がれき

等集積場については、場所自体の確定はしていないが、場所の選定は済んでいるとし

た自治体が５自治体であった。
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３．２．６ 中間処理・最終処分について

中間処理・最終処分についても、がれき等集積場と同様に都県 10 自治体では原則対

応せず、各市町村で対応としていた。また、対応は廃棄物部局としながらも、処分場

の場所を規定している自治体は、政令市１自治体で、その他の政令市７自治体は、未

定又は検討中であった。

３．３ その他災害時の石綿対策に関する留意点

「関係部署との連携が難しい」と回答した自治体は、12 自治体（都県７、政令市５）

であった。また、「情報共有が進まない」と回答した自治体が９自治体（都県５、政令市

４）、「民間建築物の使用実態把握が難しい」と回答した自治体が 16 自治体（都県 10、政

令市６）、「県と市町村との連携が難しい」と回答した自治体が 11 自治体（都県８、政令

市３）など、災害発生時の関係各所との連携部分に対し、不安を抱いている自治体が多

かった。

その他、各自治体より頂いたご意見の抜粋を以下に示す。詳細は、別紙一覧表に記載。

【その他留意点】

・関東地方環境事務所が締結している合意書の活用ができるかどうか。活用の方法、

支援がどこまで受けられるかがわからない。タイムラグなく支援等が受けられるか。

・実際に災害が起こった時の初動からの流れ、いつ・どのタイミングで、どの対応が

必要となるかの想定が難しい。

・県の受け入れ体制も問題。石綿に関してどの段階（タイミング）で動けるようにな

るかがわからない。

【要望等】

・災害時での大気モニタリング調査は、緊急度としては低いと思われるので、いつか

ら対応していくのが良いかを知りたい。

・「立入不可」の判断材料として、応急危険度判定以外に何かあれば教えてほしい。

・建築部局においては、平成 28 年 5 月 24 日付け国住指第 4276 号により、法務局か

ら登記情報の電子データの提供が受けられる。当該データについて、大気汚染防止

法所管部署とも共有できるように、環境省からの通知の発出等をお願いしたい。    
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Ⅳ．自治体によるアスベスト対策モデル行動計画 

災害発生時には、被災建築物や災害廃棄物仮置場等においてアスベスト飛散・ばく露

防止を図る必要があり、自治体がすみやかに対応できるようモデル的な行動計画を示す

ことにより、平常時からの備えを行うための災害廃棄物処理計画やアスベスト対策マニ

ュアル策定を支援することを目的とし、アスベスト対策モデル行動計画を作成した（別

添参照）。

止に係る取扱いマニュアル（改訂版）」（平成 29年 9月 環境省）と各自治体等へのヒアリ
ング内容を基に災害廃棄物処理に関する自治体によるアスベスト対策のモデル行動計画を

示した。但し、各自治体が抱えている諸問題に対し、明確な行動計画を示すことは難しく、
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添付資料
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【自治体ヒアリング結果 一覧】

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 静岡県

1.現状把握
・大気濃度：霞ヶ浦環境科学センターが
測定

・県内1地点・年２回（夏・冬）

・測定結果は、県HPで公表。

・建材分析：行っていない

・大気濃度：県の環境研究所が対応。
年１回測定

・測定結果は、県HPで公表。

・建材分析は特に行っていない。

・大気濃度：県と衛生環境研究所が対
応。

・年2回（夏・冬）測定

・測定結果は、環境白書と県HPで公
表。

・建材分析は特に行っていない。

特定粉じん排出等作業現場では、解
体を行う事業者へ指示をして施工区画

周辺で大気中濃度の測定をさせている
が、無届解体現場等で事業者が分析

を断った場合には、県が分析を行う可

能性はある。

・大気濃度：環境科学国際センターと環
境計量事業者へ委託。

・20か所／年(1ヵ所：環境科学国際セ

ンター、19か所は委託）
・結果は、県HPと環境白書にて公表

・建材分析は行っていない。

（環境科学国際センターで建材の簡易
分析法の対応はしている。）

・平成29年は県内44地点（市の測定分
含む）を実施。

・県の測定は千葉県環境研究センター

で実施。
・調査結果はＨＰで公表。

・建材アスベスト調査については県で
は対応していないが苦情等があった場

合は環境研究センターで実施。　（デー
タは公表せず）

・大気調査は都内3箇所で月1回実施
（外部委託）。結果はＨＰで公表。

・建材アスベスト分析は不定期。事業

者指導の一環として実施。
・都の施設についての建材調査は必要

に応じ外部委託。

【大気濃度】
・神奈川県環境科学センターが測定

・測定結果は、県HPで公表。

（一般環境調査）
・県内15地点(7～8地点／年）

・年1回
（解体等工事における環境調査）

・年間約10件
・大規模な解体等工事が実施される際

に調査を実施することが多いが、最近
は仕上塗材に係る除去工事についても

調査を行っている

【建材分析】　行っていない

神奈川県環境科学センターにて分析を
行うことが可能になった。

（電子顕微鏡をH30.9に導入）

・大気濃度：県の出先機関が採取。分
析は新潟県保健環境科学研究所が対

応。

・ 年月１回測定。
・測定結果は、県HPで公表。

その他、大防法に立入も対応（随時）

・建材分析は県有施設については、県
の入札参加資格を持っている事業者

へ委託している。
・結果の公表は、石綿含有建築物につ

いては公表する。

・大気濃度：分析は、衛生環境研究所
で対応。

・年2回（夏・冬）測定。

・結果は、県HPで公表している。

・建材分析については、実施していな
い。

・県の環境衛生科学研究所が実施（県
内2地点/年、6地点を3年ローテーショ

ン）

・調査結果は公表していない。
・建材アスベスト調査については県で

は対応していない。

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局
健康被害があれば保健福祉部も対応

となるが。

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局
の他、健康被害は健康福祉部局、県

有施設の管理は総務課、学校は教育

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局
の他、健康被害は健康福祉部局（疾病

対策課）

対応：大気環境・廃棄物・建築各部局
にて情報共有等、連携をとっている。

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局
健康被害があれば福祉保健部局も対

応となる。また、県有建築物について

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局
その他、労基署と連携している。（それ

ぞれ所管する法律が異なる為）

例）アスベスト台帳等の情報共有など。

2.平常時及び災害発生時の対応
・建築部局にて、公共施設及び民間施
設の一部について把握している。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳は、現在建築部局にて情
報を更新中。対象建築物は特に範囲を

限定していない。
・台帳への記載事項は、住所、竣工

年、用途・規模・構造、石綿の使用箇

所

・労基署に届け出があれば、大気環境

部局へ連絡がある。また、大気環境部

局では、建リ法等の情報の確認も行っ
ている。

・情報共有は年に1回合同会議を開催

している。

・大気環境部局：県の防災計画基づい

たマニュアルが有る為、作成する予定
無し（災害対応マニュアル：H23.3）。

・廃棄物部局：マニュアルの作成につ
いて検討中。

・建築部局：マニュアルの作成予定無
し。

・環境・建築・廃棄物部局を合わせると
総勢70名程度となるが、その内の何名

が対応できるかは現状判らない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係る指導部局は
大気環境部局となる。

・県有施設については、施設管理部局
で対応。調査結果については大気環境

部局に情報提供してもらっている。
・民間施設についての台帳の整備を

行っていないのでわからない。以前建
築部局でレベル１対象で、床面積1,000

㎡以上の建築物の調査を行っており、

その結果は持っている。国土交通省か
ら調査台帳を整備し、対策を講じるよう

求められている300㎡～1000m
2
につい

ては建築部局でまだアスベスト含有の

有無について調査を行っていない。

・アスベストが使用されている建築物に
ついて一元で管理している物は無いの

でデータの情報収集方法も併せて検
討中。

・体制については、庁内での取り決め
はまだされていない。

都道府県

・公共施設については、財産管理局、
民間建物は建築部局で把握。

・民間のｱｽﾍﾞｽﾄ台帳は、市町村で管
理。

・応急対応は、大気環境部局・建築部
局・廃棄物部局で対応。

・解体補修時のｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に関
する担当部局は大気環境部局となる。

【環境部局】
・各部局が保有しているデータを収集

中である。
・記載項目は建築物の住所、石綿使用

面積、石綿の種類、使用場所、施設名
称、施設連絡先、施設の情報元。

【建築部局】

・H17の国交省からの通知以降、アス
ベスト台帳を整備中である。床面積

1,000㎡以上の建築物を対象として行っ

ていたが、２年前からは300m
2
以上か

つ不特定多数の方が出入りする建物

についても調査するよう通知があった
ため、そちらについても台帳の整備を

始めた。
・民間データに関しては、非公表な部

分があるため、集まっていない。
・県独自で、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰｼｬﾌﾄに吹付アス

ベストが使用された建築物についても

台帳の整備を行っている。
・記載項目は建築物の住所、敷地面
応急対応は、大気環境部局が中心と
なり、各地域センター（県内4箇所）、神

奈川県環境科学センターも対応する予
定。

・公共施設及び民間施設の一部につい
て把握している。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳は、床面積1,000㎡以上
について整備済み。今後、1000㎡未満

の建物についても整備していく予定。
(但し、建築基準法上石綿の対策を

行った建物については台帳から錯書さ

れている可能性有）
・特定行政庁については、市で台帳を

管理。
・記載項目は建築物の住所、竣工年、

用途・規模・構造、石綿の種類、使用
場所、石綿の状態、建物（部屋等）の

使用頻度。

・アスベスト使用状況については公共
施設について把握

・アスベスト台帳は現在整備中で対象
建築物の範囲・記載項目含め検討中。

・アスベスト使用状況については民間
施設について把握（所有者が特定でき

たアスベスト対象建築物にアンケート
調査を実施し回答があった建築物につ

いて使用状況を把握）
・アスベスト台帳、建築確認台帳を整

備済（建築確認台帳をベースに登記情

報と突合して所有者情報をデータ化し
ている。所有者が特定できていないも

のや、アンケート調査未回答により、使
用状況未把握の建築物が多数ある。）

建築物の範囲は限定していない。
・記載項目は建築物の住所、用途・規

模・構造、石綿の使用場所、確認年

月、所有者名、所有者住所。

・アスベスト使用状況については公共
施設について把握

・民間建物についてはアンケートにより
台帳を整備済（対象は床面積1000㎡

以上の建築物。不特定多数の者が利
用する建築物は300㎡以上を対象）

・台帳の記載事項は、建築物の住所、

竣工年、用途・規模・構造、石綿の使
用箇所、建築物の所有者・管理者。

・公共施設について把握。
・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳については、現在建築部

局にて整備中。
・全て把握はしていない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳は、木造、戸建て住宅等
の使用可能性の低い住宅を除く、S造

以上の建築物を対象としている

・台帳への記載項目は、住所、用途・
規模・構造

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：１台

位相差顕微鏡：１台
（環境科学センターで保有）

・現在ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結

は考えていない。これから合意文書の

件も含めて検討する予定。

・応急対応は、環境部局で対応(大凡7
名程度。県内の地域機関を含めれば

＋α有り)
・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止を環境部局が行う。

・応急対応に対応する部局については
検討中。

・建築物の解体・改修時のアスベスト
飛散防止に関する指導は平常時と同

様に大気汚染防止法担当部署が行う。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙについては作成

するかも併せて検討する

・災害廃棄物処理計画については策定
済み（H29.2）

・現在、ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結

は考えていない。

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：14台

位相差顕微鏡：2台
ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾆﾀ：2台

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：2台

位相差顕微鏡：1台
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：2台

X線回折装置やアスベストアナライザー等の保有状況。

採取機材（ポンプ等）、位相差顕微鏡・SEM・デジ粉等の保有状況。

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：4台

位相差顕微鏡：1台
A-SEM：1台

ﾊﾞｯﾃﾘｰ：2台
(ｱｽﾍﾞｽﾄ用ではないが）

実体顕微鏡、発電機

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：8台

位相差顕微鏡：2台
A-SEM：1台

デジタル粉じん計：2台
ﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾆﾀｰ：2台

偏光顕微鏡：2台

実体顕微鏡：1台
（神奈川県環境科学センターで保有）

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：4台

位相差顕微鏡：1台
A-SEM：1台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：8台
ﾊﾞｯﾃﾘｰ：4台

（環境科学国際センターが保有）

採取ポンプ：1台

位相差顕微鏡：3台
バッテリー：8台

（環境衛生科学研究所が所有）

採取ポンプ：9台

位相差顕微鏡：2台
Ａ－ＳＥＭ：1台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：1台
X線回折装置：1台

実体顕微鏡：1台

発電機：1台
（千葉県環境研究センターが保有）

ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾆﾀ―：5台（大気保全
課が所有）

デジタル粉じん計：1台

ﾘｱﾙﾀｲﾑﾌｧｲﾊﾞｰﾓﾆﾀｰ：1台
ｱｽﾍﾞｽﾄｱﾅﾗｲｻﾞｰ：2台

対応：大気環境・建築・廃棄物各部局。

・情報共有は必要があれば合同会議を
開催している

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結に対し

ては現在未定であるが、現在、（一社）

群馬県計量協会より「有害化学物質」
に対して支援等の打診があり、それら

を含めて検討中である。

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：4台

位相差顕微鏡：1台
A-SEM：1台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：2台
ﾊﾟｰﾃｨｸﾙｶｳﾝﾀｰ：1台

・役割ごとに大気環境部局、廃棄物部
局、建築部局が担当

・東京都アスベスト対策推進会議を設
置（不定期）

・神奈川県環境計量協議会と災害時に

おける有害化学物質等の調査に関して

協定を締結（H29.10）しており、その中
にアスベストも含まれる。依頼方法に

関しては、現在検討中とのこと。

・災害時のｱｽﾍﾞｽﾄ大気濃度調査につ

いて：「一社埼玉県環境計量協議会」と

災害時における石綿ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに関する
合意書を締結

・被害建築物のｱｽﾍﾞｽﾄ建材状況等：
「国環研、関東地方環境事務所、ASA」

と災害時のｱｽﾍﾞｽﾄ対策支援に関する
合意書を締結

・その他、建材分析の測定についても

協議会へ打診中であり、新しい協定締
結を模索中。

・合意書にて一部書類様式を整備して

・今後、アスベスト対策に係る協定の締

結を考えている。（被災建築物のアス

ベスト建材の状況把握）

・協定締結の予定なし

・外部の団体ではなく県の環境研究セ

ンターが対応予定

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙについては環境

部局で作成する予定はない。

・災害廃棄物処理計画については策定
済み（H29.3）

自治体における大気中及び建材中のアスベスト調査実
施状況

自治体の機材保有状況の確認

災害時のアスベスト対策に係る協定締結状況

アスベスト対策関係部局による連携状況

アスベスト飛散防止に係るマニュアル等の作成・検討状
況

平常時の準備

環境計量協議会等と協定を締結しているまたは締結を検討しているか
どうか。

建築、廃棄物、大気環境の各担当部局等による定期的な情報共有を

行っているか。

例：竣工年・構造・使用されている石綿の種類・使用場所等

アスベスト対策を担当している所属間

で各課で実施している対策業務につい

て情報共有するために は年1回程度で
合同会議を執り行っている（事務局は

健康福祉部で対応）

・現在、ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結

は今回の関東地方環境事務所の4者

合意の件も含めて、対応を考えてい
る。

アスベスト使用建築物等の把握

応急対応に係る体制整備

建築物等の解体・補修時のアスベスト飛散防止に係る指導体制の整

備等

情報共有については随時。建リ法の届

出情報等についてデータを共有してい

る。

アスベスト対策マニュアル等の作成又は改訂を検討している。

・年1回、建設リサイクルに関しての合

同会議の場で話し合いがもたれてい

る。
・建設リサイクル法所管部署（土木事

務所）から週１回、県の出先機関（大防
法届出窓口）あてに飛散性アスベスト

の情報提供あり

建材ｱｽﾍﾞｽﾄの使用台帳や建リ法の届

出情報を共有。議題があれば適時会

議を行う事としている。

・役割ごとに大気環境部局、廃棄物部
局、建築部局が担当

・合同パトロールの実施。
・アスベスト問題対策会議研修会（県

以外にも声がけ）現状では会議開催な
し。

・建設リサイクル法の届け出情報を一
部共有。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙについては作成

する予定はない。

・災害時の廃棄物処理対応マニュアル
（H29.3)を策定済み

・現在、ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結

は考えていない。

・大気部局が事務局となりアスベスト対
策連絡協議会を必要に応じて開催。

（県有建築物のアスベスト使用状況や
関係部署のアスベストに係る取組、法

改正等の情報について情報共有）

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙの作成は現在、

検討中。
・災害廃棄物処理計画は作成済み

（H29.3）

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙは現在作成中(今

年度中には作成する予定)。
・石綿の飛散防止対策について、「倒

壊家屋j等の解体・撤去」の中で規定し
ている。

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H29.4)：石綿の飛散防止に関する具
体的な規定なし

・アスベスト飛散防止に係るマニュアル
については未作成。今後作成を検討

中。

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H30.3)（石綿の飛散防止については、
倒壊家屋等の解体・撤去の規定、環境

対策・モニタリング、分別・処理・再資源
化、有害廃棄物・適正処理困難な廃棄

物の対策、その他留意すべき事項とし
て規定済）

・アスベスト飛散防止に係るマニュアル

については作成を検討中。（県の実施
方針の作成）

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H29.6）
・アスベストについては細かな規定は

なくマニュアル等に準じて対応

・協定締結の予定なし

・東京都環境公社との包括契約に基づ

き、災害時等において、東京都環境科
学研究所にアスベストの測定等を依頼

することは可能

・応急対応は市町村（要請により県が
協力する部局については検討中。）

・建築物の解体・改修時のアスベスト
飛散防止に関する指導等の対応は今

後検討。

・応急対応については各部局が役割の
範囲で対応

・日常の業務にかかわる職員の一部が
建築物石綿含有建材調査者、アスベ

スト診断士等の資格を保有。

・環境・建築・廃棄物部局の他、危機管
理部局も合わせると総勢100名程度と

なるが、その内の何名が対応できるか
は現状判らない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係り指導部局は
未定である。

・応急対応に係る体制については、大
気環境・建築・廃棄物それぞれの部局

で対応。
・大気環境部局では、通常時5名で対

応しているが、災害時も同様に対応が
できるかは分からない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係る指導部局は

大気環境部局が中心となると想定して
いる。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙについては作成

するかも含めて検討中

・災害廃棄物処理計画については策定
済み（H29.4）

・公共施設については、財産管理課、
学校施設については、学校施設課が

対応。民間建築物については、建築部
局で情報を収集中。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳については建築部局にて
現在整備中。（台帳の内容について

は、担当部局で把握している）
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茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 静岡県

・防じんマスクの備蓄は、職員が使用

する分のみ。

・その他必要な機材等に関するリスト

は作成していないが、「災害における石
綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」

内のリスト(p25）は確認している。

・防じんﾏｽｸの備蓄は職員用として有

り。（DS1～DS3：65個程度）。

・その他の機材は、職員用としてﾍﾙﾒｯ

ﾄ、安全靴、ﾀｲﾍﾞｯｸ等はあるが、機材リ
スト等は特に規定・準備はしていない。

・防じんマスクの備蓄はできていない。

その他の機材は、職員用としてﾍﾙﾒｯ

ﾄ、安全靴等はあるが、機材リスト等は

特に規定・準備はしていない。

・防じんﾏｽｸの備蓄有（職員用として

194個）（感染症予防用としてのﾏｽｸは

大量に保管有：他部署）

・マスクは職員用のみ保有、市民やボ

ランティア用の備蓄はなし。

・ヘルメット、安全靴、手袋等は平常時

より保有。その他、特に規定していな
い。

・マスクは職員用のみ保有（普段使い

のもの）。市民、ボランティア用の備蓄

はなし。

・ヘルメット、安全靴等は日常使用のた
めに職員が保有しているものを使用

・応急措置時に必要なその他の資機材

については特に規定なし。

・防じんマスクの備蓄は、職員が使用

する分のみ。

神奈川県環境科学センター：8個

　（ﾌｨﾙﾀｰの予備あり）
各地域センター（４箇所）：20個

他、リスト化はされていないが、各拠点

にヘルメットなどの備品もあり。

・防じんﾏｽｸの備蓄は職員用として有

り。（DS3：40枚程度。通常業務で使用

する程度）。

・その他の機材は、職員用（通常時用）
としてﾍﾙﾒｯﾄ、安全靴、ﾀｲﾍﾞｯｸ等はある

が、機材リスト等は特に規定・準備はし

ていない。

・防じんﾏｽｸの備蓄は職員用として有

り。（DS3：40個程度。通常業務で使用

する程度）。

・その他の機材は、職員用としてﾍﾙﾒｯ
ﾄ、安全靴、ﾀｲﾍﾞｯｸ等はあるが、機材リ

スト等は特に規定・準備はしていない。

・マスクは職員用のみ保有（RL3取り換

え式99.9%補修）、市民やボランティア

用の備蓄はなし。

・ヘルメット、安全靴、手袋等は平常時
より保有。その他、養生シート、防護

服、ローブ、補修材等については備蓄

を検討。

①、②、③、④ ③、④ ①、③ ①、③、④ ①、②、③、④ ①、②、③、④ ③ ③、④ ①、②、③、④ ①、②、③、④

・市町村が担当となる為、県では対応

しない

・大防法の届出事項であれば、大防法

施行規則第16の4条に基づき設置。ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準

じ実施。

・県民等への情報提供は、市町村と連
携して対応。

・石綿調査に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱとして、建

築部局では必要に応じて４所合意に基

づいて調査協力を依頼するか検討す

る。

・庁内の連携が整わないうちに、県と市

町村との連携までは難しい。

・大気濃度の基準が無い為、濃度の公

表について難しいところがある。（災害

時の比較対象が無い。）

・被害状況の把握については、現状未

定であるが、想定として、県職員、又は

警察・消防、住民からの情報提供、併

せて各市町村からの情報提供となると

考える。

・応急措置による対応実施について

は、現状未定。

「大気汚染防止法に基づかない指導を

行えるのか、疑問である。アスベストの

飛散の有無やアスベストが使用されて

いる建築材料か同定することは有用だ

と思うが、アスベストがあることがわ

かった後の対応が難しい。行政が対処

する権限や能力があるのか、所有者に

連絡がとれなければ放っておくのか
等、アスベストが判明した後の相応し

い対応が見えてこない。」

《循社》

・アスベスト対策は「災害時における石

綿飛散防止に係る取り扱いマニュア

ル」に沿って解体事業者が注意すれば

よいと考えていました。今回の事前アン

ケートにより、各項目や最終的なとりま

とめはどの部局が行うかなど、共通認

識が必要なことが明らかになりました。
《大気》

・建築部局において、応急措置の中

に、石綿に関係することは入っていな

いとのこと。聞き取りの中では、国から

石綿関係を入れるよう通知や助言が

あったとは見受けられなかった。環境

省は国土交通省に働きかけが必要な

のではないか。

・民間建築物に関する情報について

は、災害時の利活用を前提とした情報

収集を行っていないため、情報保有部

署からの提供を受けられない。調査時

に災害時の利活用についての意向を
確認する等してほしい。

・「災害時にアスベスト対策よりも優先

されるものがあり、アスベスト対策だけ

を切り出し、全庁的な調整は困難」

・「台帳整備において建物所有者の特

定が難しく、実態把握を行うにあたりア

ンケートの郵送などが行き渡らない

ケースが多い」

①関係部署との連携が難しい
②情報共有が進まない
③民間建築物の使用実態把握が難しい
④県と市町村との連携が難しい

・県として、ｱｽﾍﾞｽﾄの対応力が
少ない。

・限られた人数、機材でどう対応するか

が課題であり、対応の優先順位を示し

ていただきたい。県全体で、いつ、どこ

から手を付けていったら良いかを今

後、検討していく。

・災害時での大気モニタリング調査は、

緊急度としては低いと思われるので、

いつから対応していくのが良いかを知

りたい。
・仮置き場の飛散対策方法を知りた

い。

・アスベスト台帳は整備されているが、

台帳という程の情報量はなく、台帳に

掲載されている情報だけでは不十分で

ある。

・また、特定行政庁12市においては、

事務移譲されており、県が情報を持ち

合わせていない。

・市町村が保有する固定資産台帳や

建築確認台帳は個人情報を多く含ん
でおり、情報取得が難しい。そのため、

予めの準備が難しい。

・市町村数が多く、災害が起きた時の

個々の調整が非常に困難である。

・向こう30年間でM7.0クラスの地震が

起きる可能性のある首都直下型地震

や茨城県南部地震において、十分な被

害想定が示されていないため、災害時

のアスベスト対策をどこまで想定すれ

ばよいか想定しきれない。

・災害時にあらゆる業務が発生する中

で、大規模災害時に災害時アスベスト

業務をどこまでできる（する）かを検討
中である。

2/14に県と大防法事務移譲市の10市

を集めて意見交換会を行った。災害時

の初動について上記10市については、

各市での対応をお願いする。

・建リ法での対応であれば、建築部

局。

大防法の届出対応であれば大気環境

部局が対応となる予定であるが、現状

想定をしていない。所有者不在時の対
応も現状想定していない。

・大防法の届出事項であれば、大防法

施行規則第16の4条に基づき設置。

・周辺ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞについては、特に規定は

ない。届出の有った事業者に対して測

定の実施を指導する。

市町村にて対応。

市町村にて対応。

一時保管物の中間処理・最終処分状況

周辺のモニタリング等について

災害時の解体前事前調査の実施状況

周辺への周知

被災建物解体の作業計画の内容

被災建築物等の調査・計画・届出について

解体現場における石綿の飛散防止について

収集・運搬及び自治体による一時保管について

中間処理・最終処分について

その他災害時の石綿対策に関する留意点

市町村主体で対応。

・基本的には市町村主体で対応。

・がれき集積場の場所や仕分け方法に
ついては、一部県の災害廃棄物処理

計画で規定している。

・大防法の届出としては、大気環境部

局で対応となるが、庁内で調整をして

おらず、規定が無い為想定していな

い。

・所有者不在時の対応も現状想定して
いない。（出来得る対応としては、「飛

散・ばく露防止」対策となるか）

・大防法で定める特定粉じん排出等作

業であれば、大防法施行規則第16の4

条に基づく事前調査等に係る掲示物を

設置。

・災害時における周辺環境モニタリング

については、特に規定していない。解

体業者側に測定を行ってもらい、結果

を提出してもらう。（平常時に特定粉じ
ん排出等作業を行う際と同様の対応）

・結果の公表については、特に規定は

ないが、状況に応じて対応を検討す

る。

・関東地方環境事務所が締結している

合意書の活用できるかどうか。

活用の方法、支援がどこまで受けられ

るかがわからない。タイムラグなく支援

等が受けられるか。

・県の受け入れ体制も問題。石綿に関

してどの段階（タイミング）で動けるよう

になるかがわからない。

・市町村はｱｽﾍﾞｽﾄ以外にもやることが

多い為、どこまで対応できるか懸念が

ある。

・大防法の届出対応であれば大気環

境部局が通常時と同じ流れで対応する

想定。

・所有者不在時の対応については、必

要に応じて市町村と連携し対応。

・市町村が担当となる為、県では対応

しない

・被害状況の把握方法については特に

決まりはない。総合的に情報収集す

る。

・応急措置における石綿飛散ばく露防

止に対しては、公共施設については建

物を所管している部局、民間建築物に

ついては所有者が対応。

・環境モニタリングを実施する場合はア
スベストモニタリングマニュアルに準じ

て外部委託（東京都環境公社等）

・都で測定した場合はおそらくＨＰ等で

結果を公表することとなると思う。

・応急措置の対象は飛散性の高いレベ

ル1から順次対応。

・被災建物の実態把握のための調査

でのアスベストアナライザーの使用等

についてはマニュアルや規定はない。

・市民、ボランティアへのアスベストに

関する情報提供・注意喚起は必要に応

じて適切に対応する。

・被害状況の把握については、規定が

無い為、現状未定。

想定として、被害状況の把握方法につ

いては、警察・消防、住民からの情報

提供、併せて各市町村からの情報提

供となると考える。

・応急措置による対応実施について
は、規定が無い為、現状未定だが、所

有者に対する指導として、飛散防止措

置、立ち入り禁止区域の明確化等を行

う事を想定。

・周辺環境モニタリングも基本的にﾓﾆﾀ

ﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準じ実施と考えるが、取

り決めが無い為、ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽでの対

応となる。

・建リ法での対応であれば、建築部

局。大防法の届出対応であれば大気

環境部局が対応となる予定であるが、

現状想定をしていない為、届出が出て

から判断する。
・所有者不在時の対応は原則として県

では行わない。但し、健康被害が生じ

るような事象であれば対応を検討す

る。

・被害状況の把握方法として、県職員、

又は警察・消防や住民からの情報提

供。

・大防法の届出が出ている現場で、災

害発生時に行われている現場があれ

ば、TEL等にて現場状況の確認を行う

（ﾏﾆｭｱﾙ規定）。

・応急措置の対応としては、大気環境・

建築・廃棄物部局がそれぞれ分担し、

市町村と連携して対応する。

・周辺環境モニタリングは、飛散状況に

応じて実施を判断する。測定方法は、ﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準じ実施する。

・中心となる部局が明示されていない

ため、お見合い状態となる可能性が考

えられる。

・県の職員 等では、ｱｽﾍﾞｽﾄに精通した

ものがいないため、倒壊建築物を見て

もｱｽﾍﾞｽﾄがあるかどうか判断がつかな

い。

・石綿に関する対応がどうしても後回し

になる可能性がある。

・関東地方環境事務所でASA等と4者

合意を行っているので、その合意の中

で対応してもらえるのではと考えている

・国で建築部局、廃棄物部局と調整し

ながら役割を細分化して明確にしてほ

しい。

・ﾏﾆｭｱﾙで規定していないため、現状で

は規定していない。

・大防法の届出対応であれば大気環

境部局が通常時と同じ流れで対応する

想定するが、規定が無い為、決められ

ていない。。

・所有者不在時の対応については、各
市町村に任せることになると考えられ

るが、役割分担がむずかしい。

・県民等への情報提供方法としては、
現状規定していないが、現状として、県

HPを通じての情報提供を想定してい

る。

災害発生時の対応

応急措置による石綿の飛散ばく露防止措置等の実施状況

市民・ボランティア等への情報提供の方法（災害時の措置方法）

防じんマスク等の備蓄量等

・県民等への情報提供方法は、特に規
定していない。

・応急措置に係る担当部署は、未調整

だが、地域防災計画に則り対応する。

・被害状況の把握は、職員・警察消防・

県民からの情報提供等。また、災害情

報共有システムにより情報共有を行

う。

・応急措置による石綿飛散ばく露防止

措置等の実施については、市町村より

要請があった場合に対応する。

被害状況の把握

・応急措置に係る担当部署は、大気環

境部局が中心となる見込みである。

・被害状況の把握は、職員・警察消防・

住民からの情報提供等。また、神奈川

県独自で、「かながわ減災プロジェク

ト」を立ち上げており、「減災カード」を

用いた情報提供の配信も情報源の一

つとなりえる。
・応急措置による石綿飛散ばく露防止

措置等の実施方法等は、検討中であ

る。安全具の着用の義務づけが考えら

れる

・被害状況の把握は、県職員・警察・消

防・住民からの情報提供より把握。

その他、市町村から情報を集約。災害

の甚大な区域から集中的に情報を集

約していく。

・応急措置の対応は、廃棄物部局、建

築部局、環境部局で対応。主としては
環境部局か。

実施内容としては、想定として養生等

による飛散防止、水等散布による湿潤

化、立ち入り禁止区域の明確化など。

・特に規定なし。検討中。・災害廃棄物発生量については市町村

からの報告で把握。

・応急措置における石綿飛散ばく露防

止措置については県としての規定な

し。市町村で対応。

・報提供方法も含め、マニュアル化を
検討中。

現状、ＨＰ、SNS、ラジオなどで情報提

供を行う事を想定している。

・県民等への情報提供は、県HP又は
看板・掲示板等を使用し行う予定。

・石綿調査に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱは、関係

団体へ協力体制を構築（合意書によ

る）

・県民等への情報提供方法としては、
現状規定していないが、地域防災計画

に則って対応。

中間処理における追加的対応

　　例：処理施設の稼働時間延長、無害化等の有無

解体等で発生した廃石綿等及び石綿含有廃棄物の収集・運搬

がれき等災害廃棄物の収集・運搬及び受入れ

がれき等集積場等での一時保管及び仕分け状況

・大気環境部局が解体現場における石

綿の飛散防止対策を行うことについて

は、想定をしていない。

大防法の届出事項であれば、大防法

施行規則第16の4条に基づき設置。ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準

じ実施。実施は協定に基づき環境計量

協議会に委託する。結果は県HPにて

公表する。

・平常時と同様に法に基づき対応。・平常時と同様に法に基づき対応。 ・平常時と同様に法に基づき対応。・大防法の届出事項であれば、大防法

施行規則第16の4条に基づき設置。ﾓﾆ

ﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準

じ実施。実施は県が対応する事を想

定。結果の公表は未定。

・処理責任を有する主体が自ら実施す

るか、処理業者が実施

。基本的には市町村で対応

・廃棄物部局にて対応することとなる

が、現状では規定していない。

・ﾏﾆｭｱﾙ等で規定していないため、現

状では規定していない。

・廃棄物部局にて対応することとなる

が、現状では規定していない。

大気環境部局が被災建築物等の調査

等を行うことについては、想定をしてい

ない。

・被災建築物等の解体に係る担当部局

としては、廃棄物・建築・環境部局とな

る。

・但し、建リ法及び大防法に規定する

届出事由に該当すれば届出を指導・受
理するが、解体前の事前調査及び解

体計画については、現時点どの部局に

おいても定めがない。

・原則、平常時と同様の流れで法に基

づき対応する。

・原則、平常時と同様の流れで法に基

づき対応する。

被災建築物の解体現場での石綿飛散防止対策状況

・規定が無い為、決まっていない。

都道府県

基本的には市町村主体で対応。市町村主体で対応 ・市町村が管轄。県では規定なし。・廃棄物部局が担当

・県が設置する二次仮置場において

は、県災害廃棄物処理計画に基づき

環境対策を実施する。

・市町村で対応。県有地としては、選定

していない。

基本的には市町村主体で対応。・基本的には市町村主体で対応。

・がれき集積場の場所や仕分け方法に
ついては、一部県の災害廃棄物処理

計画で規定している。

・市町村が管轄。県では規定なし。・県が設置する二次仮置場について

は、今後選定を行う予定。

・処理責任を有する主体が自ら実施す

るか、処理業者が実施

・原則、平常時と同様の流れで法に基

づき対応する。

・公共施設については管理自治体・部

局、民間建物については所有者（事業

者）が対応。
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さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市

1.現状把握
・大気濃度：市（健康科学研究ｾﾝ
ﾀｰ）と環境計量事業所へ委託して
測定を行っている。
・一般環境　10地点　年2回測定
・大防法届出工事案件全件にて立
入測定を行っている（業者測定との
クロスチェックの意味も含めて測定を
行っている）
・結果については、一般環境調査結
果及び市条例の敷地境界基準（石
綿濃度10本/L）を超過した届出工
事は市HPで結果を公表。

・建材分析：苦情やﾊﾟﾄﾛｰﾙ等で目
視確認した場合に分析を環境計量
事業所へ委託し分析を行っている。
（但し、事業者が確認分析を行わな
い又は拒む場合にのみ市で対応し
ている）
・結果については、公表していな
い。

・市の環境保健研究所が実施（平成30

年度まで市内8地点×4回/年→平成

31年度より市内6地点×2回/年）

・調査結果はＨＰで公表。（年1回記者

発表）

・建材アスベスト調査については市で

は対応していない。（解体設計もしくは

解体工事の請負者が測定）

・市有の建物についてはＨＰで公表

《大気濃度調査》

①一般環境：市の環境科学研究所で

実施（18か所を3年サイクルで実施。1

か所当たり年4回。ＨＰで公表）

②大気汚染防止法及び条例の届出対

象工事は事業者または市から委託測

定。（作業中、作業後）

③公共建築物の管理（委託。調査会社

の指定なし）

《建材アスベスト調査》

①公共建築物の管理：事業者への委

託。一部、市の環境科学研究所やアス

ベストアナライザーで実施。　（レベル１
についてはＨＰ公表）

②公共建築物の解体工事：事業者へ

委託。一部、市の環境科学研究所でも

実施。

③立ち入り検査：市の環境科学研究所

が分析、アスベストアナライザーの分

析。

・大気濃度：市（本庁と研究所が共同）

で対応。

・一般環境は、年1回測定。

・結果はHPで公表している。

・建材分析については、解体工事の立

入等の際に、市で簡易法（ｱｽﾍﾞｽﾄｱﾅﾗ

ｲｻﾞｰ）にて確認分析を行っている。

・大気濃度：環境計量事業所へ委託。

年４回実施（４季）。結果は市HPで公

表。

・建材分析については、実施していな

い。

・大気濃度：市で測定。

・年2回　8地点測定。

・結果は市HPで公表

・建材分析については不適切な解体工

事等があれば適宜実施（苦情電話

等）。

・分析は環境計量事業所へ委託。

・結果は必要に応じて公表する。

・大気中のアスベスト調査は委託業務

により実施（6地点×3日/年2回）

・調査結果はＨＰで公表していない。

・市所管の建物で実施し調査結果は未

公表。

・平常時の大気モニタリング調査は以

前は実施していたが現在は実施してい

ない。

・建材アスベスト調査は公共施設につ

いては、アスベスト除去工事（解体・改

修）に伴う調査実施などの際に環境計

量事業者へ委託している。

・民間建築物は、所有者に調査を実施

するように働きかけているが、市として

は実施していない。調査結果について

は公表していない。

・大気環境部局、廃棄物部局、建築部

局、財産管理部局で情報共有。

・台帳（リスト）による情報共有。（建設

例）アスベスト台帳等の情報共有など。

2.平常時及び災害発生時の対応

採取ポンプ：7台

位相差顕微鏡：1台

A-SEM：1台

デジタル粉じん計：2台

アスベストアナライザー：1台

偏光顕微鏡：1台

バッテリー：6台

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H30.10)（有害廃棄物・適正処理困難

な廃棄物の対策、その他留意すべき

事項として規定）

・マニュアルについては専門家（建築物

石綿含有建材調査者協会）の助言の

元、作成予定。

・建築物石綿含有建材調査者協会：被

災建築物のアスベスト建材状況の把
握、平常時においてアスベスト飛散防

止対策の準備を実施。

・（一社）神奈川県環境計量協議会、横

浜市環境技術協議会：環境モニタリン

グ

・神奈川県建物解体業協会、横浜建設

業協会：被災建築物の解体撤去（石綿

除去については未調整）

・大気汚染防止法に関する部分は大気

環境部局、建設リサイクル法に係る届

出等については建築部局。担当部局

間では建材アスベスト使用台帳等の

データ共有している。（民間建築物、公
共施設）

・応急対応に係る担当部署は、環境部

環境対策課にて対応。対応する職員

は4名程度（石綿作業主任者を含む）だ

が、災害時に全員が対応できるとは限

らない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係る指導について

の担当部局は環境対策課となる。

・応急対応については環境部環境保全

課（7名程度）が対応。アスベスト関連

の資格者はいないが東海四県三市大

気関係連絡会議等で石綿に関する情

報入手・勉強会。

対応：大気環境・建築・廃棄物各部
局

情報の共有に関しては、苦情等の
対応時に適宜、建設リサイクル法台
帳や特定粉じん排出等作業届出書
等のデータを確認する。

・担当部局は大気環境部局。

・建材ｱｽﾍﾞｽﾄ使用台帳等のデータ共

有を行っている。

・各部局がやくわり分担して対応。

・市のアスベスト対策委員会で情報共

有している。

・建設リサイクル法に基づく届け出情報

を共有。

・役割ごとに大気環境部局、廃棄物部

局、建築部局が担当

・現状では会議体なし。今後各担当部

局間との情報の共有を行っていく予

定。

・公共施設（レベル１把握済、レベル２
検討中）、民間施設（吹付けアスベスト

または吹付けロックウール）についてア

スベスト使用状況を把握、台帳を整備

済。

・対象は、公共施設は全施設、民間建

築物は「アスベスト使用禁止前の平成

18年9月30日までに着工」かつ「戸建住

宅・木造建築物を除外」

・アスベスト台帳には公共施設（レベル

1建材対象。建築物の住所、竣工年、

使用されているアスベストの種類、使

用場所）、民間建物は（吹付けアスベス

トまたは吹付けロックウール対象：建物

住所、竣工年、建築物の用途・規模・

構造）を記載。

・応急対応については環境創造局環境

保全部（15名程度）が対応。

・アスベスト関連の資格者はいないが

石綿に関するセミナー、講習会に参加

（関連知識等は大気汚染防止法・条例

に基づく業務を通じて取得）

・公共施設、民間施設ともにアスベスト
使用状況を把握している。

・アスベスト台帳を整備済（レベル１の

み。規模範囲の限定なし。民間のアン

ケート）

・アスベスト台帳の記載事項は、建築

物の住所、用途・規模・構造、石綿の

使用箇所。

政令指定都市

・市有施設については、把握している。
民間建築物については、建築部局に

て、非木造で一定規模以上（戸建て、

公共施設を除く）の建物について、ｱｽ

ﾍﾞｽﾄ台帳を整備し把握している

・台帳への記載事項は、登記上の情報

等

・公共施設の吹付け石綿等（ﾚﾍﾞﾙ１）及
び煙突断熱材等（ﾚﾍﾞﾙ２）については

把握している。

・民間建築物の石綿使用状況について

は、大気環境部局としては、管理して

いない

・アスベスト使用状況については市有
施設について把握

・アスベスト台帳は市有施設について

のみ整備済み。（建築部局でリスト作

成。建築物の住所、使用されている石

綿の種類、使用箇所）

・公共施設、民間施設ともにアスベスト
使用状況を把握している。

・公共施設は吹付けアスベスト・石綿保

温材について隠蔽部を除き状況把握、

石綿含有仕上塗剤は一部のみ把握。

・民間建物はアスベスト台帳を整備

済。公共施設は特に規模や範囲を限

定せずに把握（民間建物は平成2年ま

でに建築された床面積300㎡以上の非

木造建築物について台帳を整備済）

・アスベスト台帳には公共施設（施設

名、施設所管課、建物住所、竣工年、

使用されているアスベストの種類、使

用場所）、民間建物は（建物住所、竣

工年、建築物の用途・規模・工場、所

有者の氏名及び住所）を記載。

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：8台

位相差顕微鏡：1台

A-SEM：1台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：2台

ｱｽﾍﾞｽﾄｱﾅﾗｲｻﾞｰ：3台

ﾊﾞｯﾃﾘｰ：5台

・神奈川県内の環境計量協議会と災害

時の有害化学物質等の調査について
協定を締結している。

「有害化学物質に対する協定書」
※協定書については、公表していない
ため、取扱いには十分注意する事

・デジタル粉じん計：1台（環境保健研究所が所有）

・採取ポンプ：6台

・位相差顕微鏡：1台

（大気環境部局が所有）

・パーティクルカウンター：1台

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：4台

位相差顕微鏡：1台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：1台

X線回折装置：1台

実体顕微鏡：1台

ﾊﾞｯﾃﾘｰ：4台

採取ポンプ：3台

位相差顕微鏡：1台

デジタル粉じん計：1台

発電機：2台

バッテリー：3台

を保有。

・以前は分析を実施していたので顕微

鏡を保有しているが、現在は分析対応

していない。

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：１台

位相差顕微鏡：１台

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：２台（立入で使用）

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙ作成は現在、検

討中。

・災害廃棄物処理計画は策定済み（市

の庁内計画の位置付けの為公表はし

ていない）。

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H29.3)（石綿の飛散防止に関する具

体的な規定なし）

・アスベスト飛散防止に係るマニュアル

については未作成。作成作業進行中。

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H23.4）（石綿の飛散防止については、

倒壊家屋等の解体・撤去の規定、有害

廃棄物・適正処理困難な廃棄物の対

策については規定済。今年度の改正で

環境対策・モニタリング、分別・処理・再

資源化の中でも記述予定）

・アスベスト飛散防止に係るマニュアル
については作成を検討中。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙについては、現在

作成を検討中。

・災害廃棄物処理計画は策定済み

（H28.3）

・処理計画のなかで、有害廃棄物・適

正処理が困難な廃棄物の対策につい

て規定有。

・災害廃棄物処理計画は策定済

（H29.3)。有害廃棄物・適正処理困難な

廃棄物の対策の中で留意事項として

規定。

・災害時のアスベスト対策マニュアル

の作成については現在検討中。

・「川崎市災害時における石綿飛散防

止に係る取扱いマニュアル」を策定済

み（H30.1)

神奈川県で、県の環境計量協議会と

「災害時における有害化学物質等の調
査に関する協定」を締結（H29.10）して

いる為、現在ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定

の締結は考えていない。

・災害時における化学物質等に関する

協定を県計量協議会と締結。これにア
スベストも含まれる。（具体的な様式等

の規定はしていない）

・今後、アスベスト対策に係る協定の締

結を考えている。（廃棄物処理に関し
て）具体的な締結先はきめていない。

・今後、ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締結

を考えている。
・締結を想定している業務は被害建築

物のｱｽﾍﾞｽﾄ建材状況の把握。

・災害時の有害化学物質の環境モニタ

リングについては県の計量協議会と協
定を締結している。協定では、要請書

等の様式も定めている。

・公共施設及び民間建物について、ｱｽ
ﾍﾞｽﾄ台帳を整備済み。

・民間建築物は、床面積200㎡以上の

物を対象。

・台帳への記載事項は、住所、竣工

年、用途・規模・構造、使用場所。

・応急対応に関する担当部局は、「川

崎市災害時における石綿飛散防止に

係る取扱いマニュアル」に記載。

・建築物の解体・補修時におけるｱｽﾍﾞ

ｽﾄ飛散防止に係る指導は大気環境課

が行う。

・応急対応に係る体制については、ま

だ規定されていない。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係る指導体制の

整備については、これから検討する予

定。

・大防法による対応であれば大気環境

部局となると想定している。

・各部局で平常時の準備。応急対応は

担当が指定避難所ごとの担当に振り

分けられるので対応については未定。

・建築物の解体・改修時のアスベスト

飛散防止に関する指導は平常時と同

様に大気汚染防止法担当部署が行う。

災害時の規定はなし。

・応急対応については大気環境部局、

建築部局が対応。

・アスベスト飛散防止に係る指導体制

の整備については大気環境部局が担

当。

アスベスト飛散防止に係るマニュアル等の作成・検討状
況

アスベスト対策マニュアル等の作成又は改訂を検討している。

平常時の準備

アスベスト使用建築物等の把握

例：竣工年・構造・使用されている石綿の種類・使用場所等

応急対応に係る体制整備

建築物等の解体・補修時のアスベスト飛散防止に係る指導体制の整

備等

・年に１回程度、アスベストに関する庁

内会議を開催。

・民間建築物の解体工事については、

関係部局間での情報共有を適宜実

施。

対応：大気環境部局が事務局。

ﾒﾝﾊﾞｰに廃棄物部局、建築部局が入

り、年１回程度合同会議を開催してい

る。（公共施設で使用がわかっているも

のの対策状況や、補助金の使用状況
等について）

採取ﾎﾟﾝﾌﾟ：6台
位相差顕微鏡：1台
A-SEM：1台
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ粉じん計：1台
X線回折装置：1台
ﾊﾞｯﾃﾘｰ：6台
（健康科学研究センターにて所有）

・ｱｽﾍﾞｽﾄ対策ﾏﾆｭｱﾙは環境部環境
対策班用のﾏﾆｭｱﾙとして策定済
み。（地域防災計画の直下にひも付
けされている。ﾏﾆｭｱﾙ内に個人情報
が含まれるため、公表はしていな
い。）

・災害廃棄物処理計画は策定済み
（H30.3)

・現在、ｱｽﾍﾞｽﾄ対策に係る協定の締
結を考えているが、詳細については
まだ未定。

・公共施設については、各施設担当
者が石綿の有無について把握して
いる。（環境対策課より管理するよう
に施設担当者へ指示を出している。

・民間の施設については、ｱｽﾍﾞｽﾄ台
帳の基本情報についてH27年に整
備済み。その後年1回の更新を行っ
ている。但し、ｱｽﾍﾞｽﾄの使用記録に
ついては現在整備中。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ台帳の記載事項は、住所、
竣工年、用途・規模・構造等。
・H17年国交省依頼の1000㎡以上
の民間建築物に対するｱﾝｹｰﾄ調査
結果及び基準法12条定期報告のｱ
ｽﾍﾞｽﾄ情報をひも付済み。

・応急対応に対応する部局として
は、規定なし。環境対策班として
は、5名を想定している。

・ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止に係る指導体制
の整備は、大気環境部局が対応。

自治体における大気中及び建材中のアスベスト調査実
施状況

自治体の機材保有状況の確認

採取機材（ポンプ等）、位相差顕微鏡・SEM・デジ粉等の保有状況。

X線回折装置やアスベストアナライザー等の保有状況。

災害時のアスベスト対策に係る協定締結状況

環境計量協議会等と協定を締結しているまたは締結を検討しているか

どうか。

アスベスト対策関係部局による連携状況

建築、廃棄物、大気環境の各担当部局等による定期的な情報共有を

行っているか。
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さいたま市 千葉市 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市

粉じんﾏｽｸの備蓄については、市職
員用として、DS2ﾏｽｸを1500枚程度
保管。
・ﾍﾙﾒｯﾄ、安全靴、軍手、ライト、タイ
ベックその他ｊ。こちらも被災建築物
応急危険度判定士用として備蓄し
ている。
・機材リストについては、職員用のﾏ
ﾆｭｱﾙ内に記載している。

・防塵マスクは市の大気環境部局の職

員用に保有
・マスクについて市民、ボランティアへ
の情報提供については規定していな

い。
・職員用のヘルメット、安全靴・長靴、
手袋等は準備。その他は特に準備して

いない

・粉じんﾏｽｸの備蓄については、職員

用として、DS2及びDS3のﾏｽｸを各所管
課で備蓄している。
・その他の機材は、環境省のﾏﾆｭｱﾙを

確認して準備中。

・粉じんﾏｽｸの備蓄については、職員

用として、DS2のﾏｽｸを400枚程度備蓄
している。その他災害時に必要と思わ
れる機材は、職員用として個人で管理

している為、備蓄は無し。
・機材・資材リスト等は特に規定はして
いない。

・粉じんﾏｽｸについては、備蓄無し。

あくまでも個人持ちの機材・保護具は
ある。
・応急措置に必要な機材・資材のリスト

については、検討中。

・マスクは職員用のみ保有、市民やボ

ランティア用の備蓄はなし。
・ヘルメット、安全靴、手袋等は平常時
より保有。その他、養生シート、防護

服、ローブ、補修材等については備蓄
を検討。

・防塵マスクは応急危険度判定士用に

ＤＳ２クラスのものを保有。（建築行政
課にて約3300枚備蓄あり）
・職員用のヘルメット、安全靴・長靴、

手袋等は準備。その他に防塵マスク、
建物応急危険度判定資機材（下げ振
り、ｺﾝﾍﾞｯｸｽ、腕章、テストﾊﾝﾏｰ等）

③ ①、②、③、④ ② ③ ①、③ ①、③ ①、②、③、④ ①、②、④

・防塵マスクは市の職員用にＤＳ１，３

クラスのものを保有。
・マスクについて市民、ボランティアへ
の情報提供については規定していな

い。
・職員用のヘルメット、安全靴・長靴、
手袋・防塵マスク等は準備。応急危険

度判定時の機材等の備蓄は現在無
し、応急措置時に必要な機材等につい

てはマニュアルを作成中。

・災害時の状況に応じて情報提供の方

法を適宜判断する。

・石綿調査に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱについて

は特に規定していない（協力体制が構
築されていない）

・市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの情報提供につい

ては規定していない。

・被害状況の把握方法については検討

中。
・応急措置による石綿の飛散ばく露防
止措置については措置内容によって担

当部局が異なる。
・応急処置として、調査する職員への
ばく露防止、ビニールシート等での養

生による飛散防止、ロープ等で立入禁
止区域を明確に周知等を実施予定。
・民間所有の建物、敷地での作業や対

応については許可なく立ち入れない
ケースも想定され検討が必要。

・周辺環境のモニタリングについては実
施にあたってはモニタリングマニュアル
に準じて実施するが、測定依頼先、頻

度、データの公表については特に規定
がなく検討中。
・応急措置の対象はレベル１，２を想定

しているが具体的な調査方法について
は未定。市民・ボランティアへ看板、掲
示板等による情報提供を考えている。

・「建築部局においては、平成28年5月
24日付け国住指第4276号により、法務

局から登記情報の電子データを提供
いただけるようになっています。当該
データについて、大気汚染防止法所管

部署とも教諭できるような、環境省から
の通知の発出等をお願いします。」
・民間建築物の使用実態の把握が難し

い
「横浜市には約90万棟の建築物があ
り、件数が多いため、使用実態の把握

が難しい」

・廃棄物部局が担当。
・中間処理・最終処分場に関しては検

討していない。

・がれきの収集運搬、処理については
廃棄物担当部局が担当。
・仮置き場の箇所数、場所については

未定。

・平常時と同様に法に基づき対応。

・被害状況の把握方法についてはマ

ニュアルを作成中。
・応急措置による石綿の飛散ばく露防
止措置についてはマニュアルを作成

中。（担当は大気環境部局）
・民間所有の建物、敷地での作業や対
応については許可なく立ち入れない

ケースも想定され検討が必要。
・応急措置の対象建材レベルを特に規
定していない。

・市民・ボランティアへ情報提供につい
ては検討中。

・応急措置については詳細なマニュア
ルを作成中。

・原則、平常時と同様の流れで法に基
づき対応する。

・立入不可の建物に対する対応、所有
者が不在の民間建物に関する対応に

ついては規定なし。
・災害時の対応については現在マニュ
アル作成中。

・「災害時にどの立場の人が何を対応
するのかが明確でない。石綿対策の優

先順位としては避難所の優先順位が
高い。施設管理者や地区長の役割とし
て何をすべきか」

・過去の中越地震等の災害時も市内で
は大きな被害が無かった為、特に災害
対応をすることが無かった。

その為、実際に災害が起こった時の初
動から流れ、いつ・どのタイミングで、ど
の対応が必要となるかの想定が難し

い。

・がれきの収集運搬、処理については
廃棄物担当部局が担当。
・一時仮置き場の場所については候補

地を選定しているが公表していない。
被災状況に応じて決定する。
・道路啓開のためのがれき処理は道路

部局、国土交通省の管轄なので不明。

・がれきの収集運搬、処理については
廃棄物担当部局が担当。
・一時仮置き場の箇所数、場所につい

ては候補地を選定しており、公表して
いる。被災状況に応じて決定する。

・廃棄物部局が対応する。
・仮置場の設置等については場所の選
定は済んでいるが規定はしていない。

・ガレキ集積場等での仕分け方法につ
いては規定している。

・がれきの収集運搬、処理については
廃棄物担当部局が担当。
・一時仮置き場の箇所数、場所につい

ては候補地を選定しているが公表して
いない。被災状況に応じて決定する。

・廃棄物部局が担当。
・中間処理等については特に検討して

いない。

その他災害時の石綿対策に関する留意点

①関係部署との連携が難しい
②情報共有が進まない
③民間建築物の使用実態把握が難しい
④県と市町村との連携が難しい

収集・運搬及び自治体による一時保管について

解体等で発生した廃石綿等及び石綿含有廃棄物の収集・運搬

がれき等災害廃棄物の収集・運搬及び受入れ

がれき等集積場等での一時保管及び仕分け状況

・行政でがれきの収集運搬は行わな
い。公費解体実施時のみ
・解体に伴って排出される廃棄物を解

体業者が運搬する。
・仮置場の候補地は選定しているが、
決定はしていない。

・「立入不可」の判断材料として、応急
危険度判定以外に何かあれば教えて
ほしい。

・どの程度を想定して、どの程度準備し
ておかなくてはいけないのかが明確で
無い為、対応が難しい。

・規定が無い為、決まっていない。

・被害状況の把握方法については、市

職員によるﾊﾟﾄﾛｰﾙ、市民等からの情
報提供。
・応急措置による石綿飛散ばく露防止

措置等の相談窓口としては、大気環境
部局が対応。（市有施設の応急措置は
各所管課が対応。）

・ばく露防止措置の実施内容としては、
立ち入り禁止等の措置を規定してい
る。

・周辺環境モニタリングについては、測
定方法等をﾏﾆｭｱﾙの中で規定してい

る。
・測定対応は、原則市（本庁と研究所
が共同）が行う。結果については、市

HPで公表する。

・大防法の届出であれば、大気環境部
局で対応。

・解体前の事前調査 での実施内容につ
いては、規定が無い為、ｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽ

で個別の対応を想定している。
・所有者不在時の対応も未定。

事前調査の実施、作業計画の作成に
ついては、「川崎市災害時における石

綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」
に記載。

・予算の策定が、災害の時にならな
いと難しい。また予算の出所をどう
するかも決まっていないので、実際
に予算が下りるのかもわからない。

・実際に災害発生時に市で調査・分
析を対応しようとしても人員的にも金
銭的にも大変。

・台帳作成については、1000㎡以
下の実態把握は難しい。
他市で実施したアンケート調査の回
答率も悪いと伺っている。アンケート
の回答では、実態把握としては信
頼性に乏しいと感じる。

・実際、火事等の現場でｱｽﾍﾞｽﾄの
話をしても取り合ってもらえないこと
もある中で、実際に災害が起こった
中で、どこまで、ｱｽﾍﾞｽﾄについて話
を聞いてくれるかがわからない。

被災建築物等の調査・計画・届出について

災害時の解体前事前調査の実施状況

被災建物解体の作業計画の内容

一時保管物の中間処理・最終処分状況

中間処理における追加的対応
　　例：処理施設の稼働時間延長、無害化等の有無

周辺のモニタリング等について

・大防法の届出事項であれば、大防法
施行規則第16の4条に基づき設置。ﾓﾆ
ﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準

じ実施を想定している。
・測定対応は、市、国環研、環境計量
事務所が行う。

・結果については、必要に応じて市HP
で公表する事を想定している。

・平常時と同様に法に基づき対応。

・原則、平常時と同様の流れで法に基
づき対応する。

・現段階では、未定。 ・原則、平常時と同様の流れで法に基
づき対応する。

・公共施設に対しては立入可否判断等
も含めて対応方法は未定。民間建築

物については立入等の対応は考えて
いない。
・立入不可の建物に対する対応、所有

者が不在の民間建物に関する対応に
ついては規定なし。

・平常時と同様に法に基づき対応。

・ﾏﾆｭｱﾙ等で規定していないため、現

状では未定。

・被災状況によっては、関東地方環境

事務所の4者合意を以て、その合意の
中で協力を要請する。

・避難所の施設管理者、地区支部長か

ら報告を想定
・飛散ばく露防止に関しては避難所の
施設管理者、地区支部長が対応する

ことになると思われる。
・詳細については特に規定なし。今後
の検討課題。

・被害状況の把握は、自治体職員、警

察・消防、住民等から幅広く総合的に
情報収集。
・応急措置による石綿飛散ばく露防止

については建築部局、大気環境部局
がそれぞれの役割の中で担当。
・具体的な措置内容についての規定は

なし。

・被害状況の把握方法については、市

職員によるﾊﾟﾄﾛｰﾙ、市民からの情報
提供を想定。
・応急措置による石綿飛散ばく露防止

措置等の実施担当部局としては、大気
環境部局が対応。
・ばく露防止措置の実施内容としては、

市でのﾏﾆｭｱﾙは無いが、シート養生等
による飛散防止措置。水等による湿潤
化、立ち入り禁止区域の設定を規定し

ている。また、市職員に対しても安全具
の着用を義務付けを想定している。

・また、周辺環境モニタリングについて
も、特に規定はないが、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱ
ﾙによる測定を想定し、測定対応は、

市、国環研、環境計量事務所が行う。
結果については、必要に応じて市HPで
公表する事を想定している。

・市民、ボランティア等への情報提供方

法は、HP等を通じて行う。また、ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱへの情報提供として、看板・掲示板
による情報提供も行う。

市民・ボランティア等への情報提供の方法（災害時の措置方法）

災害発生時の対応

被害状況の把握

応急措置による石綿の飛散ばく露防止措置等の実施状況

・廃棄物部局にて、中間処理・最終処
分場を規定している（但し、二次置場は

選定まで）。
・中間処理における追加的対応につい
ては、災害時の物量に応じて対応を考

えていく。

・廃棄物部局が担当。
・大気濃度測定については作業環境及

び敷地境界での監視を想定。ただし具
体的な規定はなし。

・法、市条例に基づき、掲示板を設置。
・飛散防止措置については、「川崎市
災害時における石綿飛散防止に係る

取扱いマニュアル」に記載。

・「川崎市災害時における石綿飛散防
止に係る取扱いマニュアル」に、関係

法令等に従い適切に実施するよう記
載。

・大防法の届出事項であれば、大防法
施行規則第16の4条に基づき設置。ﾓﾆ
ﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾏﾆｭｱﾙに準

じ実施を想定している。
・その他ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに関する詳細（測定回
数や場所等）については、規定が無い

為未定。

・平常時と同様に法に基づき対応。

・廃棄物部局が対応。
・中間処理・最終処分場については
検討していない。

・がれきの収集・運搬の対応は、廃
棄物部局が対応とする。
・仮置場の設置等については今後
選定していく予定。

中間処理・最終処分について

・原則、平常時と同様の流れで法に基
づき対応する。

・被害状況の把握方法については、
自治体職員による把握（ﾊﾟﾄﾛｰﾙ
等）、住民からの情報提供。
・応急措置による石綿飛散ばく露防
止措置等の実施担当部局とては、
大気環境部局が対応。
・ばく露防止措置の実施内容として
は、安全具の着用を義務付ける。
・周辺環境モニタリングは、モニタリ
ングマニュアルに準じて測定する。
測定頻度については、特に規定して
いない。
・結果の公表については、状況によ
り判断する。

・被災建築物の解体に係る担当部
局は、廃棄物部局が対応。
・解体前の事前調査で実施を予定し
ている内容について
　・書面調査：設計図書で確認
　・立入可否判断：応急危険度
　　判定結果を適用。
　・立ち入り不可のケース：状況
　　により判断
　・現地調査：書面調査に基づ
　　き使用が疑わしい箇所を調
　　査、書面と現地の結果が一
　　致しているかの確認を行う、
　　設計図書の紛失があった場
　　合、現地調査を実施する。

政令指定都市

防じんマスク等の備蓄量等

解体現場における石綿の飛散防止について

周辺への周知

被災建築物の解体現場での石綿飛散防止対策状況

・廃棄物部局が対応とするが、中間処
理・最終処分場については現在検討

中。
・中間処理における追加的対応につい
ては、災害処理計画等で規定あり。

・廃棄物部局が担当。
・大気濃度測定については作業環境及

び敷地境界での監視を想定。ただし具
体的な規定はなし。

・現場保管や搬出については、原則平
常時と同様に行うよう「川崎市災害時に
おける石綿飛散防止に係る取扱いマ

ニュアル」に記載。
・一時保管場所へ搬出する際には、
「川崎市災害廃棄物等処理計画」等に

従って適正に処理するよう「川崎市災
害時における石綿飛散防止に係る取
扱いマニュアル」に記載。

市民・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱへの情報提供は、市
地域防災計画連絡体制により各担
当班を通じて情報提供を行う（市民
への情報提供は、広報課、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
への情報提供は、市民部より）

・大防法の届出事項であれば、大
防法施行規則第16の4条に基づき
設置。ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞは原則としてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ﾏﾆｭｱﾙに準じ実施。
・結果の公表については、状況によ
り判断する。
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1 

Ⅰ．総則 

１．本行動計画の目的

毎年のように激甚な災害が発生し、災害廃棄物の適正かつ迅速な処理に向けて様々な

課題への対応が求められている。

災害時には被災建築物や災害廃棄物仮置場等においてアスベスト飛散・ばく露防止を

図る必要があり、自治体がすみやかに対応できるようモデル的な行動計画を示すことに

より、平常時からの備えを行うための災害廃棄物処理計画や災害時における石綿飛散防

止に係る取扱いマニュアル策定を支援することを目的とする。

２．災害時の石綿飛散・ばく露防止対策

災害時には、建築物等の倒壊・損壊によるアスベスト含有建材の露出や、建築物等の解

体・撤去・補修、廃棄物処理に伴ってアスベストが飛散するおそれがあることから、適切

な飛散・ばく露防止措置を講ずる必要がある。また、アスベスト含有建材を含む様々な建

材等が混合した状態の廃棄物の発生が予想されることから、これらに対する対応が必要と

なる。 

 以下、表１に「初動対応」「応急対応」「復旧・復興」の各段階における石綿飛散の要因

となる状況と対応の概要を示す。 

表 1 石綿飛散の要因となる状況と対応の概要 

段階 石綿飛散の要因となる状況 対応 

初動対応 
・建築物等の倒壊・損壊 

・建築物等の流失 

・人命救助や障害物撤去等の初動対応におけ

る従事者への石綿のばく露防止 

・周辺住民等への石綿のばく露防止 
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施

応急対応 
・吹付け石綿等の露出 

・混合廃棄物（※）の移動・集積 

・応急措置による飛散・ばく露防止 

・混合廃棄物中の吹付け石綿等の回収 

復旧・復興

・被災建築物の解体・撤去、補修 

・混合廃棄物・建築物の解体で発生した

廃棄物の処理（収集・運搬、中間処理、

最終処分） 

・法令及び指導・助言に基づく適切な飛散・

ばく露防止措置 

※混合廃棄物とは、石綿含有建材を含む様々な建材等が混合した状態の廃棄物のこと 

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（改訂版）p3 



2 

災害時のアスベスト飛散ばく露防止については、災害発生前の準備を含めて様々な対応

が求められる。災害発生前の平常時の対応も含め、各工程の実施事項の概要を表 2に示す。 

表 2 各工程と実施事項の概要

段階 工程 実施事項 実施主体 

平
常
時

1. 平常時における準備 平常時における石綿使用建築物等の把握、災害時の石綿飛散・ばく

露防止体制の整備等、応急対応に必要な資機材の確保、災害時の石

綿飛散・ばく露防止対策に係るタイムスケジュールの作成 

自治体 

初
動

対
応

2. 注意喚起 初動対応者・住民等への注意喚起、防じんマスクの配布 自治体 

応

急

対

応 

3. 石綿露出等の把握 石綿露出状況等の把握 自治体、建築物等の

所有者 

4. 飛散・ばく露防止の 

応急措置 

石綿の飛散・ばく露防止の応急措置（養生、立入禁止措置等）、周辺

住民等への情報提供 

吹付け石綿等の回収 

建築物等の所有者、

自治体 

復
旧
・
復
興

5. 事前調査、作業計画、届

出、解体等工事 

解体等事前調査（石綿有無の調査）※2、作業計画※2、関係部局との協

議・届出※1,2、解体※2、解体等工事の周辺への周知※1,2、解体等工事に

おける飛散防止措置※2、解体等工事現場における石綿含有廃棄物等

（廃石綿等及び石綿含有廃棄物）の分別・保管・搬出※2、解体等工

事の発注※1,3、指導・助言※3、解体等工事現場への立入検査※3

※１建築物等の所

有者・工事発注者 

※２工事受注者ま

たは自主施工者 

※３自治体 

6. 収集・運搬 廃石綿等、石綿含有廃棄物の収集・運搬における飛散防止措置 廃棄物処理業者・自

治体 

7. 一時保管 受入れ基準の設定、石綿含有廃棄物の分別・保管方法、一時保管に

おける飛散防止措置、仮置場での管理状況の確認 

自治体 

8. 中間処理・最終処分 中間処理・最終処分 廃棄物処理業者・自

治体 

初
動
対
応
～

復
旧
・
復
興

9. 環境モニタリング 測定地点、測定箇所、測定の方法 自治体 

備考：解体等事前調査：解体・補修等の作業前に石綿の有無を確認する調査。大気汚染防止法では特定建築材料の有無、

石綿障害予防規則では石綿の有無について調査する義務がある。

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（改訂版）p6 

上記の災害時における各工程でのアスベスト飛散・ばく露防止対策を円滑に進めるため

自治体におけるアスベスト対策モデル行動計画を策定した。
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３．行動計画の概要

 本行動計画は、「災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル改訂版（環境省）」

（以下、マニュアルと記す）及び自治体（関東管轄の 10 都県 8 政令都市）へのヒアリング

結果を基に、同マニュアルの記載内容のうち、「平常時における準備内容」及び「災害時の

初動対応～応急対応～復旧・復興」の各段階で、優先的に取り組むことが必要であると思

われる事項及び留意事項を整理し、災害時に自治体がアスベスト対策を速やかに行うこと

ができるよう構成した。 

また、上記に加え、民間団体との災害に関する協定締結等の取り組み事例、災害時にお

けるアスベスト大気モニタリング方法（調査地点選定や測定手法）の詳細について整理し

て追記した。
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図１ 自治体におけるアスベスト対策モデル行動計画  フロー図 

赤字：「関東地域における災害廃棄物処理に関する自治体によるアスベスト対策モデル計画（案）」参照ページ

・継続して被災状況の確認、情報収集

・測定事業者（自治体、災害時の協定締結先、環境

研究所等）によるアスベスト大気モニタリングの実
施

・モニタリング結果の整理

Ⅳ．１～４．ｐ40～48

・継続して被災状況の確認、情報収集

・必要に応じ専門家からの助言（災害時の協定締結

先等）を受ける
Ⅲ．１．ｐ22、Ⅱ．５．ｐ15～21
・アスベスト大気モニタリングの実施計画の策定

（調査地点の選定、調査方法、調査頻度等）

Ⅳ．２～３．ｐ41～42
・モニタリング実施や専門家派遣の要否検討

・必要な資機材を確保

Ⅳ．１．ｐ40

・アスベスト大気モニタリングの継続実施、状況に

応じてモニタリングの継続の要否の判断

Ⅳ．１～４．ｐ40～48
・必要に応じ（測定値が高い場合）、飛散防止対策

や周辺住民への注意喚起を実施

Ⅲ．３．ｐ24～29
・必要に応じモニタリング結果を公表

・被災状況の確認、情報収集

・モニタリング実施や専門家派遣の要否検討

・平常時より準備した必要な資機材を確保
・関係部署、環境省、関東地方環境事務所等と連

携し以降のアスベスト大気モニタリングの対応準

備

Ⅲ．１．ｐ22、Ⅳ．１．ｐ40

・アスベスト大気モニタリングの継続実施。

Ⅳ．１～４．ｐ40～48
・必要に応じ（測定値が高い場合）、飛散防止対
策や周辺住民への注意喚起を実施

Ⅲ．３．ｐ24～29
・必要に応じて避難所や廃棄物仮置場等の変更

を協議する。

・必要に応じモニタリング結果を公表

・継続して・アスベスト吸引・ばく露防止についての

注意喚起発出（チラシ、広報、掲示等）

Ⅲ．３．ｐ24～29
・確保できれば必要に応じてマスクを住民・ボラン

ティアへ配布

・マスクの着用方法の周知

（チラシ、広報、掲示等）

Ⅲ．３．ｐ27

・アスベスト吸引・ばく露防止についての注意喚起

発出（チラシ、広報、掲示等）

Ⅲ．３．ｐ24～29
・必要に応じてマスクの確保、メーカー等への協力

依頼

Ⅲ．１．ｐ22

・住民・ボランティアの作業状況の確認（マスクの

着用状況等）

・必要に応じててマスク着用の指導
Ⅲ．３．ｐ24～29

・被災建築物の状況把握、情報収集

・建築物アスベスト含有調査や専門家派遣の要否

検討
・平常時より準備した必要な資機材を確保

Ⅱ．４．ｐ13～14
・関係部署、環境省、関東地方環境事務所等と連

携し以降の被災建築物アスベスト含有調査の対

応について準備

Ⅲ．１．ｐ22、Ⅱ．５．ｐ15～21

・継続して・アスベスト吸引・ばく露防止についての

注意喚起発出（チラシ、広報、掲示等）

Ⅲ．３．ｐ24～29
・継続して必要に応じてマスクを住民・ボラン

ティアへ配布

・マスクの着用方法の周知

（チラシ、広報、掲示等）

Ⅲ．３．ｐ27

・継続して被災状況の確認、情報収集

・調査者（建築物石綿有建材調査者、災害時の協

定締結先、環境研究所等）による被災建築物アス
ベスト含有調査（確認調査）を実施・モニタリング結

果の整理

Ⅲ．４．ｐ30～35
・調査結果の整理

・継続して被災状況の確認、情報収集

・必要に応じ専門家（建築物石綿含有建材調査者、

災害時の協定締結先等）からの助言を受ける
Ⅲ．１．ｐ22、Ⅱ．５．ｐ15～21
・被災建築物アスベスト含有調査（確認調査）の実

施計画を策定

Ⅲ．４．ｐ30～31
※建物調査の対象については「応急対応の対象と

なる石綿等」「アスベスト露出状況等の把握」を

参照。
Ⅲ．２．ｐ23、Ⅲ．４．ｐ30

・調査結果に基づき対策実施

・関係部局と連携し解体業者等へのアスベスト対

策を指示
・必要に応じ調査結果を公表

・被災建物解体の為の調査

・解体業者への指導、立ち入り

Ⅴ．１～４．ｐ49～56

・被災建築物アスベスト含有調査（確認調査）の

継続実施。

Ⅲ．４．ｐ30～35
・アスベスト飛散リスクの高い建物について応急

処置（飛散防止対策や封じ込め）、周辺住民へ

の注意喚起を実施

Ⅲ．５．ｐ39、Ⅲ．３.ｐ24～29
・必要に応じ調査結果を公表

・住民・ボランティアの作業状況の確認（マスクの

着用状況等）

・必要に応じててマスク着用の指導
Ⅲ．３．ｐ24～29

・建物の被災情報の確認・共有（関連部局間）

・被災建築物のアスベスト含有調査の実施計画の

検討
（建物台帳情報の共有、調査対象地域の特定）

Ⅲ．４．ｐ30～31
・災害時の協定締結先への協力依頼（建物調査、

環境モニタリング等）

Ⅱ．５．ｐ15～21
・必要に応じ環境省、関東地方環境事務所、関連

省庁への協力依頼（建物調査、環境モニタリング
等）

・建築部局、廃棄物部局、道路部局との連携

・環境省、関東地方環境事務所、関連省庁への

連絡
・他自治体への連絡

・災害時の協定締結先への連絡

Ⅲ．１．ｐ22

・被災建築物のアスベスト含有調査（確認調査）

結果に基づく飛散防止のための応急措置、封

じ込め対策等の情報の共有
Ⅲ．５．ｐ39
・必要に応じて建物所有者、解体業者への指導

Ⅴ．１～４．ｐ49～56
・アスベスト大気モニタリング結果の共有

・被災建築物のアスベスト含有調査（確認調査）の

実施

Ⅲ．４．ｐ30～35
・必要に応じて調査計画の見直し・追加

・被災建物のアスベスト調査結果の共有

・必要に応じて建物所有者への連絡等

Ⅲ．４.ｐ36～37

・建物の解体等工事情報（届出等）の共有

・合同会議、連絡会等での情報共有

・解体現場への立入検査等での協力・連携
Ⅴ．１～４．ｐ49～56

初動対応

発災直後～1週間程度まで
応急対応

発災後1週間～2週間まで
応急対応

発災後2週間～3週間まで
応急対応

発災後3週間～4週間まで
復旧・復興

発災1か月以降

・石綿使用建築物の把握

（台帳、届出情報等）

Ⅱ．２．ｐ7～11
・災害時の石綿飛散・ばく露防

止体制の整備等

（防災計画、災害廃棄物処理

計画、マニュアル等）

Ⅱ．３．ｐ11～12
・応急対応に必要な資機材の

確保
Ⅱ．４．ｐ13～14
・災害時の自治体内の各担当

部署、関係機関との連携につ

いての準備

（計画、マニュアル、災害時の

協定等）

Ⅱ．５．ｐ15～21

平常時の準備

アスベスト

大気モニタ

リング

建築物ア

スベスト含

有調査

及び応急

措置

住民・ボラ

ンティア等

への注意

喚起置

関係機関・

関係部局

との連携・

情報共有

実施項目
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Ⅱ．平常時における準備 

１．実施事項

・石綿使用建築物を把握

・災害時の石綿飛散・ばく露防止体制の整備等

・応急対応に必要な資機材を確保

・災害時の自治体内の各担当部署、関係機関との連携についての準備

自治体は、災害発生時に速やかに石綿飛散防止等の応急対応を実施するため、平常時

から建築物等における石綿使用状況の情報（又は石綿を使用している可能性のある建築

物等の情報）について、所管部署と連携し、情報共有するとともに、災害時の石綿飛散

防止体制の整備、応急対応に必要な資機材の確保等について検討し、災害時の石綿飛散

防止対策に係る実施事項、対応部署等を地域防災計画やマニュアル等に定めておくこと

が望ましい。

あわせて、平常時より関係機関と「災害時の環境調査実施に係る協定」や「災害時の

被災建築物アスベスト調査に関する協定」等を締結し災害発生時の対応についての準備

をすることが望ましい。

２．平常時における石綿使用建築物等の把握

災害発生時に、石綿飛散・ばく露防止に係る応急対応を迅速に実施するためには、平

常時から建築物等における石綿使用状況を把握しておくことが必要となる。

アスベスト台帳、建築確認台帳、固定資産課税台帳、自治体所有施設等における石綿

含有建材の使用実態調査結果、大気汚染防止法の届出履歴等から石綿使用建築物等を把

握する。

【マニュアル】第 2 章 2.平常時における石綿使用建築物等の把握(P9～14)参照

(1)アスベスト台帳

国土交通省は、地方公共団体が民間建築物における吹付け石綿の使用実態を把握す

る際の参考として、「建築物石綿含有建材調査マニュアル」（平成 26 年 11 月）を作成

している。当該マニュアルでは、調査により把握した情報をアスベスト台帳として整

備し、データベース化して管理する必要があることを示しており、アスベスト台帳を

整備することにより、災害時における適切な飛散・ばく露防止措置に活用できるとし

ている。

(2)建築確認台帳・固定資産課税台帳

建築基準法第 12条第７項に基づいて特定行政庁が作成することとされている建築物

の敷地、構造、建築設備又は用途に関する台帳（建築確認台帳）や、市町村における

徴税業務に使用されている固定資産課税台帳には、石綿の情報そのものは記載されて

いないものの、建築物の建築時期や構造の情報が含まれることから、当該の情報から
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石綿が使用されている可能性の高い建築物を推定することができる。

(3)自治体所有施設等における石綿含有建材の使用実態調査結果

吹付け材については、平成 17 年度以降、関係各省において学校施設、病院、社会福

祉施設等及び地方公共団体所有施設等での使用実態の調査が行われている。

また、保温材等の一部については、平成 26 年度以降、学校施設、病院、社会福祉施

設等での使用実態の調査が行われている。

(4)大気汚染防止法の届出履歴

封じ込め・囲い込みの届出履歴から、石綿飛散の可能性のある建築物を特定できる。

平常時からこれらの情報の所管部署と連携して、建築物等における石綿使用状況の情

報（又は石綿を使用している可能性のある建築物等の情報）を共有・整理し、又は災害

時において速やかに情報共有を行えるような体制を構築しておくことが望ましい。

なお、アスベスト台帳や建築確認台帳の情報を活用し、マップ化を導入している自治

体の例もあるので参考とされたい。石綿使用状況の把握に活用できる情報と所管部署を

表 3に示す。

表 3 石綿使用状況の把握に活用できる情報と所管部署 

情報の種類 所管部署

アスベスト台帳

建築確認台帳

都道府県または市区町村（建築基準法所管

部署）

固定資産課税台帳 市町村税務所管部署

自治体所有施設等における

石綿含有建材の使用実態調査結果

自治体

学校教育担当部署

病院担当部署

社会福祉担当部署

公有財産管理部署

大気汚染防止法の届出履歴 都道府県・大気汚染防止法政令市

（大気汚染防止法担当部署）

参考として、石綿使用の可能性がある建築物の推定に活用できる情報を示す。

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（改訂版）p10 

２．１石綿使用の可能性が有る建築物の推定に活用できる情報

(1)建築時期

・石綿を含有する吹付け材の使用は、昭和 30 年（1955 年）頃から開始されている。

昭和 50 年（1975 年）には石綿が５重量％を超えて含有する吹付けの使用が原則禁

止になり、平成７年（1995 年）には１重量％を超えて含有する吹付けの使用が原則

禁止に、平成 18 年（2006 年）には 0.1 重量％を超える石綿製品の使用が全面禁止と

なった。
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・石綿含有建材と製造時期、使用部位の例を以下に示す。

アスベスト含有建材と製造時期※ 

※１ 石綿含有製品の製造終了後も、石綿含有濃度が0.1％を超える建材が製造されていた可能性があるので留意すること。 

※２ 表の製造時期の一部は、国土交通省と経済産業省により開設されている石綿（アスベスト）含有建材データベース

Web 版（http://www.asbestos-database.jp/）と異なるので注意すること。 

出典：目で見るアスベスト建材（平成 20 年３月 国土交通省）
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アスベスト含有建材の使用部位例 

出典：目で見るアスベスト建材（平成 20 年３月 国土交通省）

・建築物の石綿使用状況の把握に際しては、以下の図書も参考とすること。



11 

1. 建築物石綿含有建材調査マニュアル 

平成 26 年 11 月 国土交通省 

2. 目で見るアスベスト建材（第２版） 

平成 20 年３月 国土交通省 

(2)構造等

・鉄骨造（S 造）の建築物は、耐火建築物や準耐火建築物とするために、耐火被覆目的

で吹付け石綿や石綿含有耐火被覆板が使用されている可能性がある。

・鉄骨造（S 造）のほか、鉄筋コンクリート造（RC 造）でもボイラー・空調機械室等

の壁、天井等に吸音材として吹付け石綿が使用されている可能性がある。また、煙

突用断熱材や配管の保温材等としてレベル２建材が使用されていることがある。

・木造建築物では、レベル１やレベル２の建材が使用されている可能性は低いが、寒

冷地において結露の防止等の目的で吹付け材が使用されている例がある。

３．災害時におけるアスベスト飛散・ばく露防止体制の整備

自治体は、災害発生時における石綿の飛散・ばく露に対して、的確な応急対応を迅速

かつ円滑に実施するための体制を整備しておくとともに、災害時の石綿の飛散の防止に

関する計画、対策マニュアル等をあらかじめ策定するよう努めるものとする。

災害時におけるアスベスト飛散・ばく露防止体制の整備項目を表 4 に示す。

表 4 災害時におけるアスベスト飛散・ばく露防止体制の整備項目

災害時の石綿飛散・ばく露防止体制の整備項目 内容 

注意喚起 ・注意喚起の内容の整理 

・チラシ等により速やかに周知できるよう準備 

・平常時からの周知 

応急対応 ・石綿露出状況等の把握方法の整理 

・石綿露出状況等の情報の受入れ・伝達体制の構築 

環境モニタリング ・実施に必要な人員や資機材の整備・配置状況の把握

・他自治体等との連携体制の構築等 

建築物等の解体・補修時の石綿飛散防止に係る指導体制 ・建築物等の所有者、解体工事受注者等への指導方針

の策定 

（解体業者等への説明会の開催計画を含む） 

・被災建築物等の解体等に係る相談窓口や指導体制の

整備 

災害廃棄物の処理 ・災害廃棄物処理計画の策定 

・自治体による災害廃棄物仮置場の確保 

・周辺自治体等との連携や広域的連携、関係団体等と

の協力協定の締結等 

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（概要版）p4 
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３．１．注意喚起

災害発生時には、建築物等の倒壊等により石綿の飛散及びばく露が懸念される。特に

災害直後に救護活動や障害物撤去等を行う従事者に対しては、石綿の施工箇所や外観上

の特徴、飛散性及び吸引・ばく露の危険性について注意喚起を行う必要がある 。

このため、自治体（大気汚染防止法所管部署）は、注意喚起の内容についてあらかじ

め整理し、災害発生後にチラシ等により速やかに周知できるよう準備しておくことが望

ましい。注意喚起に使用するチラシの例を図 2 に示す。

図 2 注意喚起に使用するチラシの例 

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（改訂版）p15
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４．応急対応に必要な資機材の確保

災害発生時の応急対応においてはアスベストの飛散・ばく露防止のための資機材が必

要となる。

災害発生時に円滑な応急対応を実施するために平常時より必要な資機材を準備するこ

とが必要である。応急対応に必要な機材の確保項目を表 5 に示す。

表 5 応急対応に必要な機材の確保項目

応急対応に必要な資機材の確保項目 内容 

住民等のばく露防止対策 ・配布担当部署の明確化等、迅速な対応のた

めの体制整備 

・防じんマスクの備蓄又は入手先の確保 

石綿露出状況の確認調査及び飛散・ばく露防

止に係る応急措置 

・確認調査及び応急対応に必要な資機材の確

保 

・取扱い方法の確認 

４．１ 災害発生時の建築物の倒壊・損壊に伴う石綿のばく露防止対策

災害発生時の建築物の倒壊・損壊に伴う石綿のばく露防止対策として、住民やボラン

ティア等への呼吸用保護具（以下、防じんマスク）の配布が必要となる可能性があるこ

とから、自治体（大気汚染防止法所管部署）は、防災担当部署等の関係部署と連携し、

配布担当部署の明確化等迅速な対応のための体制整備を図るほか、防じんマスクの備蓄

又は入手先の確保について検討する必要がある。

住民やボランティア向けに配布する防じんマスクは、使い捨て式防じんマスク（DS2
以上）もしくはこれと同等以上のものとする。

４．２ 確認調査及び飛散・ばく露防止に係る応急措置

自治体（大気汚染防止法所管部署）は、平常時から、石綿含有建材を使用している可

能性のある被災建築物の確認調査に必要な資機材を確保しておく必要がある。また、建

築物所有者の不在・不明時に、自治体が石綿飛散・ばく露防止に係る応急措置を実施す

ることを想定し、応急措置に必要な資機材についても確保しておく。

確認調査及び応急措置において必要な資機材の例を表 6 に示す。
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表 6 確認調査及び応急措置において必要な資機材の例 

機材名称 用途 機材名称 用途 

ヘルメット 保安帽 くい、ガードフェンス 区画養生 

保護めがね 保護具 ハンマー 区画養生 

軍手、ゴム手袋、皮手袋 保護具 石綿注意喚起標識 注意喚起表示 

安全靴・長靴 保護具 住宅地図、電子地図等 位置把握・記録 

取替え式防じんマスク 
呼吸用保護具 

（採取作業者用）
GPS 位置把握 

使い捨て式防じんマス
ク（DS2 以上） 

呼吸用保護具 
（記録等補助者

用） 
マニュアル類 手順・参考資料 

防護服 保護衣 調査票、筆記用具 記録 

双眼鏡 露出確認 デジタルカメラ 記録 

ルーペ 確認 無線、携帯電話 連絡 

懐中電灯・ヘッドライト 照明具 緊急連絡体制表 連絡 

ノコギリ、ナタ等 障害物除去 
廃石綿等用梱包袋 
清掃用具 

防護服等の回収 

カッター等 試料採取 ビニール袋 養生、その他 

養生用シート 飛散防止、養生 
採取用器具（高枝切りば
さみの改良等） 

試料採取 

飛散防止剤・補修材 飛散防止、補修 
試料用チャック付き 
ビニール袋 

試料採取 

ロープ 区画養生 
携帯型アスベスト 
アナライザー※１

建材等のスクリー
ニング 

立入禁止標識テープ 区画養生 石綿簡易測定キット 
建材等のスクリー
ニング 

※1現在市販されている携帯型アスベストアナライザーは、１～２％以上（アンソフィライトのみ 

２％以上）の石綿含有の確認が可能。 

出典：災害時における石綿飛散防止に係る取り扱いマニュアル（改訂版）p25 


